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（昭四六法三一・追加） 
（建設工事の見積り等） 

第二十条 建設業者は、建設工事の請負契約を締結するに際して、工事内容に

応じ、工事の種別ごとに材料費、労務費その他の経費の内訳を明らかにして、

建設工事の見積りを行うよう努めなければならない。 
２ 建設業者は、建設工事の注文者から請求があつたときは、請負契約が成立

するまでの間に、建設工事の見積書を交付しなければならない。 
３ 建設工事の注文者は、請負契約の方法が随意契約による場合にあっては契

約を締結する以前に、入札の方法により競争に付する場合にあっては入札を

行う以前に、第十九条第一項第一号及び第三号から第十四号までに掲げる事

項について、できる限り具体的な内容を提示し、かつ、当該提示から当該契

約の締結又は入札までに、建設業者が当該建設工事の見積りをするために必

要な政令で定める一定の期間を設けなければならない。 
（昭四六法三一・平六法六三・平一八法九二・平二六法五五・一部改正） 
 

（建設工事の請負契約の内容） 
第十九条 建設工事の請負契約の当事者は、前条の趣旨に従って、契約の締結

に際して次に掲げる事項を書面に記載し、署名又は記名押印をして相互に交

付しなければならない。 
一 工事内容 
二 請負代金の額 
三 工事着手の時期及び工事完成の時期 
四 請負代金の全部又は一部の前金払又は出来形部分に対する支払の定めを

するときは、その支払の時期及び方法 
五 当事者の一方から設計変更又は工事着手の延期若しくは工事の全部若し

くは一部の中止の申出があつた場合における工期の変更、請負代金の額の

変更又は損害の負担及びそれらの額の算定方法に関する定め 
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六 天災その他不可抗力による工期の変更又は損害の負担及びその額の算定

方法に関する定め 
七 価格等（物価統制令（昭和二十一年勅令第百十八号）第二条に規定する

価格等をいう。）の変動若しくは変更に基づく請負代金の額又は工事内容

の変更 
八 工事の施工により第三者が損害を受けた場合における賠償金の負担に関

する定め 
九 注文者が工事に使用する資材を提供し、又は建設機械その他の機械を貸

与するときは、その内容及び方法に関する定め 
十 注文者が工事の全部又は一部の完成を確認するための検査の時期及び方

法並びに引渡しの時期 
十一 工事完成後における請負代金の支払の時期及び方法 
十二 工事の目的物の瑕疵

か し

を担保すべき責任又は当該責任の履行に関して講

ずべき保証保険契約の締結その他の措置に関する定めをするときは、その

内容 
十三 各当事者の履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅延利息、

違約金その他の損害金 
十四 契約に関する紛争の解決方法 

２ 請負契約の当事者は、請負契約の内容で前項に掲げる事項に該当するもの

を変更するときは、その変更の内容を書面に記載し、署名又は記名押印をし

て相互に交付しなければならない。 
３ 建設工事の請負契約の当事者は、前二項の規定による措置に代えて、政令

で定めるところにより、当該契約の相手方の承諾を得て、電子情報処理組織

を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって、当該各項

の規定による措置に準ずるものとして国土交通省令で定めるものを講ずるこ

とができる。この場合において、当該国土交通省令で定める措置を講じた者

は、当該各項の規定による措置を講じたものとみなす。 
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（昭四六法三一・平一二法一二六・平一八法九二・一部改正） 
 

（現場代理人の選任等に関する通知） 
第十九条の二 請負人は、請負契約の履行に関し工事現場に現場代理人を置く

場合においては、当該現場代理人の権限に関する事項及び当該現場代理人の

行為についての注文者の請負人に対する意見の申出の方法（第三項において

「現場代理人に関する事項」という。）を、書面により注文者に通知しなけ

ればならない。 
２ 注文者は、請負契約の履行に関し工事現場に監督員を置く場合においては、

当該監督員の権限に関する事項及び当該監督員の行為についての請負人の注

文者に対する意見の申出の方法（第四項において「監督員に関する事項」と

いう。）を、書面により請負人に通知しなければならない。 
３ 請負人は、第一項の規定による書面による通知に代えて、政令で定めると

ころにより、同項の注文者の承諾を得て、現場代理人に関する事項を、電子

情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であっ

て国土交通省令で定めるものにより通知することができる。この場合におい

て、当該請負人は、当該書面による通知をしたものとみなす。 
４ 注文者は、第二項の規定による書面による通知に代えて、政令で定めると

ころにより、同項の請負人の承諾を得て、監督員に関する事項を、電子情報

処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって国

土交通省令で定めるものにより通知することができる。この場合において、

当該注文者は、当該書面による通知をしたものとみなす。 
（昭四六法三一・追加、平一二法一二六・一部改正） 
 

（不当に低い請負代金の禁止） 
第十九条の三 注文者は、自己の取引上の地位を不当に利用して、その注文し

た建設工事を施工するために通常必要と認められる原価に満たない金額を請
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負代金の額とする請負契約を締結してはならない。 
（昭四六法三一・追加） 
 

（不当な使用資材等の購入強制の禁止） 
第十九条の四 注文者は、請負契約の締結後、自己の取引上の地位を不当に利

用して、その注文した建設工事に使用する資材若しくは機械器具又はこれら

の購入先を指定し、これらを請負人に購入させて、その利益を害してはなら

ない。 
 
（特定建設業者の下請代金の支払期日等） 

第二十四条の五 特定建設業者が注文者となった下請契約（下請契約における

請負人が特定建設業者又は資本金額が政令で定める金額以上の法人であるも

のを除く。以下この条において同じ。）における下請代金の支払期日は、前

条第二項の申出の日（同項ただし書の場合にあっては、その一定の日。以下

この条において同じ。）から起算して五十日を経過する日以前において、か

つ、できる限り短い期間内において定められなければならない。 
２ 特定建設業者が注文者となった下請契約において、下請代金の支払期日が

定められなかつたときは前条第二項の申出の日が、前項の規定に違反して下

請代金の支払期日が定められたときは同条第二項の申出の日から起算して五

十日を経過する日が下請代金の支払期日と定められたものとみなす。 
３ 特定建設業者は、当該特定建設業者が注文者となった下請契約に係る下請

代金の支払につき、当該下請代金の支払期日までに一般の金融機関（預金又

は貯金の受入れ及び資金の融通を業とする者をいう。）による割引を受ける

ことが困難であると認められる手形を交付してはならない。 
４ 特定建設業者は、当該特定建設業者が注文者となった下請契約に係る下請

代金を第一項の規定により定められた支払期日又は第二項の支払期日までに

支払わなければならない。当該特定建設業者がその支払をしなかったときは、
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当該特定建設業者は、下請負人に対して、前条第二項の申出の日から起算し

て五十日を経過した日から当該下請代金の支払をする日までの期間について、

その日数に応じ、当該未払金額に国土交通省令で定める率を乗じて得た金額

を遅延利息として支払わなければならない。 
（昭四六法三一・追加、平一一法一六〇・一部改正） 

 


